
財務諸表に対する注記（法人全体用）

該当事項はありません。

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品－定額法

・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金－・・・兵庫県民間社会福祉事業職員退職共済平成２９年３月３１日期末要支給額

・賞与引当金 －・・・計上していない。

該当事項はありません。

独立行政法人福祉医療機構

兵庫県民間社会福祉事業職員退職共済

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（１） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

（２） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）

（３） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

（４） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（５） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア みどり苑

「本部会計」（社会福祉事業）

「通所介護」（社会福祉事業）

「通所介護Ⅱ」（社会福祉事業）

「在宅支援センター」（社会福祉事業）

「居宅」（公益事業）

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土 地 10,892,784 0 0 10,892,784

建 物 64,374,145 0 3,139,693 61,234,452

投資有価証券 0 0 0 0

合計 75,266,929 0 3,139,693 72,127,236

減価償却したことに伴い、国庫補助金等特別積立金2,984,197円を取り崩した。



担保に供されている資産は以下のとおりである。 該当なし。

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産 建物 161,908,925 100,674,473 61,234,452

有形固定資産 車両運搬具 12,434,720 10,456,717 1,978,003

有形固定資産 器具及び備品 22,301,882 13,248,466 9,053,416

有形固定資産 構築物 2,100,000 2,099,999 1

無形固定資産 ソフトウェアー 7,176,200 5,079,076 2,097,124

合計 205,921,727 131,558,731 74,362,996

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

該当なし。 0 0 0

合計 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

該当なし。 0 0 0

合計 0 0 0

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

（単位：円）
種類 法人等の

名称
住所 資産総額 事業の

内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容 取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

役員の
兼務等

事業上
の

関係

該当なし。 0 0 0

該当なし。

該当なし。

該当なし。


